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概 要

近年，高透水性基礎地盤に起因する河川堤防の被災が発生しており，それらの共通点として，非常に透水

性の高い基礎地盤上に，それより透水性が低い基礎地盤が存在する複層構造の基礎地盤であったことが挙

げられる．そこで本論文では，複層構造の高透水性基礎地盤を模擬した小型堤防模型実験を通して，浸透

破壊に対して有効だと考えられる基盤排水工の堤体変状抑制効果について，設置位置と規模を変更して検

討を行い，その模型実験の結果を基に，二次元浸透流解析によって，動水勾配および飽和度の分布を明ら

かにするとともに，実務で用いられる浸透に対する安全性照査における安定計算を行った。その結果，基

盤排水工は設定位置が重要であり，大規模な法すべりのトリガーとなる法先での小規模すべりを抑制する

点で，設計マニュアルでは推奨されていない堤体法尻部に設けることが最も効果的であることを示した。
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1. はじめに

2012 年 7 月に矢部川 1)2)において浸透による堤防決壊が

発生した。国が直轄管理する河川堤防において，計画高水

位を長時間上回ったとは言え，越流せずに決壊に至った事

例は久しくなかったことから，大きな注目を集めた。さら

に 2013 年 7 月には，子吉川 3)と梯川 2)において，いずれも

決壊には至らなかったが，越流が発生していない区間にお

いて，浸透によって法肩に達する大きな裏法すべりが発生

した。それらの被災事例の共通点として，高い透水性の基

礎地盤が存在し，かつその基礎地盤の上には相対的に透水

性が低い堤体や基礎地盤（被覆土層を含む）が存在してい

たことが挙げられる。そのような高い透水性を有する基礎

地盤が誘因となり，パイピングを含む裏法尻近傍での堤体

変状を引き起こし，それが決壊や大規模な裏法すべりと言

った河川堤防全体の不安定化に結びついたと考えられる。 

また，県が管理する中小河川においても，越流なき堤防

決壊が近年に複数発生している。例えば，2015 年 9 月には

宮城県の渋井川 4)で，2016 年 8 月には青森県の二ツ森川 5)

において浸透によって堤防が決壊した。特に，二ツ森川堤

防においては，被災後の開削調査によって，被災堤体下部

の浅層に高透水性の砂層の分布が確認された 5)。さらに浸

透流解析によって，決壊断面では川裏法尻付近に高い動水

勾配が集中したことが示され，高透水性の基礎地盤に起因

するパイピングが決壊に影響したと考えられた 5)。そのよ

うな被災事例も踏まえて，近年頻発している越流を直接的

な原因とする河川堤防の決壊においても，パイピングなど

の浸透が決壊に至る複合的な要因となった可能性が検討

されることがほとんどである。

本論文では，まず，高透水性基礎地盤上にある河川堤防

が直面しているパイピングに起因する崩壊のメカニズム

を小型堤防模型実験結果から示した上で，パイピングに対

して有効だと考えられる基盤排水工の設置位置と規模を

変更して変状抑制効果の検討を行う。その後，二次元浸透

流解析を行い，小型堤防模型実験における動水勾配および

飽和度の分布を明らかにするとともに，実務で用いられる

浸透に対する安全性照査における安定計算を行う。

2. 浸透模型実験

2.1 実験概要 

図-1 に模型実験装置の諸元を示す。本論文のすべての実

験ケースにおいて，領域Ⅰの高透水性基礎地盤には，三河

珪砂 3 号砂（間隙比 e=0.95，透水係数 k=2.67×10-1(cm/s)），

領域Ⅱの被覆土層には，三河珪砂 8 号砂（間隙比 e=1.06，

透水係数 k=3.98×10-3(cm/s)），領域Ⅲの堤体には，三河珪砂

6，7，8 号砂を 5:2:5 の質量比で混合した材料（以後，678

混合砂）（間隙比 e=1.06，透水係数 k=9.96×10-3(cm/s)）を用

いた。また，基盤排水工には，領域Ⅰと同様に三河珪砂 3

号砂を用いた。
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基盤排水工の設置位置を図-2 に示す。堤内基盤排水対策

マニュアル（試行版）6)においては，堤体材料の流出や将

来の維持管理の観点から，基盤排水工を川裏側の基礎地盤

に設けることを推奨している。そのため，設置位置は川裏

法先を基準とし，川裏側で法先から 50mm 離れた位置（図

-2(a)），川裏側で法先に隣接した位置（図-2(b)），また，設

置位置の違いによる変状抑制効果を比較するために，堤体

法尻部（図-2(c)）の 3 箇所に設けた。 

模型実験は以下の手順で実施した。給水槽の水位を水槽

底面から 100mm で保つように 90 分間給水を続け，基礎地

盤を飽和させた。その後，川表側の給水槽の水位を 330mm

の位置（堤体高の 9 割）まで急激に上昇させ，その水位を

保持する一方，川裏側の排水槽は 150mm に水位を保持し

ながら，浸透に伴う堤体および基礎地盤の挙動を観察した。

すべての実験過程において，模型地盤の上面と正面からビ

デオ撮影を行い，堤体の変状がほぼ見られなくなるまで実

験を継続した。

2.2 実験結果 

本論文で実施した実験 Case を表-1 に示す。最右列の終

了時崩壊度とは，実験終了時の堤体の崩壊程度を簡易的に

記したものである。なお，越流とは，堤体の崩壊に伴って，

模型堤防の天端高が一定水位 330mm（堤体高の 9 割）を

下回ることによって発生したものを指す。

2.2.1 無対策の実験結果 

基盤排水工を施さない無対策のCase1の結果を写真-1に

示す。実験開始による水位上昇完了後から間もなく，法先

の領域Ⅰと領域Ⅱの透水性のギャップが大きい地層境界

部において水みちが発生し，領域Ⅱの地盤が大きく持ち上

げられる盤ぶくれが見られた後に，実験開始約 1 分後に盤

ぶくれの破裂に伴い激しい漏水に伴う噴砂とパイピング

が発生した（写真-1(a)）。その後，領域ⅠとⅡの間に形成さ

れた水みちが法先から地表に吹き出し，裏法尻近傍が崩れ

泥濘化し始めた（写真-1(b)），さらに，その泥濘化をトリガ

ーとして，水みちが川表側へと徐々に進行し（写真-1(c)），

その繰り返しによって大規模なすべり破壊に進展し，実験

開始約 23 分後に天端川表側まですべり破壊が到達して越

流が生じたため，実験終了とした（写真-1(d)）。 

以上のように，高透水性基礎地盤を有する堤防において，

基盤排水工を施さない無対策の場合には，堤内地で盤ぶく

れやパイピングが発生することが確認された。

2.2.2 基盤排水工の設置位置の検討

先述の通り，堤内基盤排水工マニュアル（試行版）6)に

おいては，川裏側の基礎地盤に基盤排水工を設けることを

推奨している。設置位置の違いによる変状抑制効果を比較

するために，幅 50mm で統一した Case3，7 および 11 の結

果を写真-2 に示す。 

まず，基盤排水工を川裏法先から 50mm 離れた位置に設

けた Case3 では，実験開始約 30 秒後に基盤排水工からの

排水が確認され，その後，実験開始約 3 分後に法先での泥

濘化が始まった。そして，その泥濘化をトリガーとした法

図-1 模型実験装置の諸元 

(a)川裏法先から 50mm 離した位置 (b)川裏法先に隣接した位置 (c)堤体法尻部

図-2 基盤排水工の設置位置 

表-1 実験 Case の諸元 

Case 基盤排水工 終了時
崩壊度位置 規模

1 越流
2 

川裏側
法先から 50mm 離す 

30mm 7 割 
3 50mm 8 割 
4 100mm 2 割 
5 200mm 2 割 
6 

川裏側
法先に隣接させる

30mm 7 割 
7 50mm 8 割 
8 100mm 2 割 
9 200mm 2 割 

10 

堤体法尻部

30mm 9 割 
11 50mm 0 割 
12 100mm 0 割 
13 200mm 0 割 
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すべりが発生し，実験開始 60 分で裏法面の 8 割まで崩壊

が進展した（写真-2(a)）。また，基盤排水工を川裏法先に隣

接した位置に設けた Case7 においても，Case3 と同様に実

験開始 60 分で裏法面の 8 割まで法すべりが進展した（写

真-2(b)）。このことから，川裏側の基礎地盤に基盤排水工

を設置する場合には，幅 50mm では充分な効果が得られず，

無対策の Case1 と同様に，高透水性基礎地盤の領域Ⅰから

作用する過剰間隙水圧の増加に伴う領域Ⅱ，Ⅲの有効応力

低下を抑制できないことが確認された。

一方，基盤排水工を堤体法尻部に設けた Case11 では，

実験開始約 30 秒後に基盤排水工から排水が確認されたが，

堤体に変状は見られず，実験開始 60 分で実験終了とした。

堤体に変状が見られなかった理由として，大規模なすべり

破壊のトリガーとなる法先での泥濘化を抑制したことが

挙げられる。これは，最も動水勾配が集中する堤体法尻部

に効果的に基盤排水工を配置したことによる排水効果に

加えて，堤体法尻部を基盤排水工の粗粒材料へと置換した

(a)Case1―無対策（1m00s）

(b)Case1―無対策（1m50s）

(c)Case1―無対策（4m40s）

(d)Case1―無対策（終了時）

写真-1 無対策の破壊過程

(a)Case3―川裏法先から 50mm 離した位置（終了時）

(b)Case7―川裏法先に隣接した位置（終了時）

(c)Case11―堤体法尻部（終了時）

写真-2 設置位置の違いによる基盤排水工の変状抑制効果 

(a)Case4―川裏側で幅 100mm（終了時）

(b)Case5―川裏側で幅 200mm（終了時）

写真-3 川裏側に設けた基盤排水工の変状抑制効果 

写真-4 低透水性基礎地盤上の堤防の法先での泥濘化 
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ことによる力学的な効果も大きいと考えられる。 

2.2.3 川裏側に設ける基盤排水工の規模の検討 

川裏法先から 50mm 離した位置に基盤排水工を設けた

Case3 では，充分な排水量が確保できなかったため，法す

べりに進展したと考えられる。そのため，より多くの排水

量を確保できるように基盤排水工の規模を拡大した Case4

および 5 の結果を写真-3 に示す。幅 100mm の Case4 と幅

200mm の Case5 ともに，Case3 と同様に実験開始約 30 秒

後に基盤排水工から顕著な排水が見られ，その後，法先で

の泥濘化が確認されたが，それをトリガーとする法すべり

には進展せず，実験開始から 60 分で実験終了とした（写

真-3(a)，(b)）。 

写真-4 は，参考までに無対策の Case1 の領域Ⅰと領域Ⅱ

の材料を三河珪砂 6 号砂（間隙比 e=1.06，透水係数

k=6.30×10-2(cm/s)）へと置換した実験の最終状態を示した

ものである。高透水性基礎地盤の影響がないため，堤体内

の浸透のみによって法先が泥濘化する様子が示されてい

るが，あくまで表層の泥濘化に留まり，深いすべり破壊に

は発展していない。これは，基礎地盤からの過剰間隙水圧

による被圧がないために，堤体法尻部を中心とした堤体下

部における有効応力の低下が発生しないからと考えられ

る。ここで，Case4 における法先での泥濘化を見ると，写

真-4 の泥濘化と同程度であり，深いすべり破壊に発展して

いないことから，高透水性基礎地盤による堤体の被圧の影

響は基盤排水工によって低減できており，堤体内の浸透の

みによって泥濘化が生じていると考えられる。さらに基盤

排水工の幅 200mm の Case5 では，幅 100mm の Case4 と比

べ，泥濘化が大きく抑制されていることから，基礎地盤内

の水圧が低下することによって，堤体内浸透を抑制してい

る可能性がある。これは，基礎地盤が高透水性である場合，

洪水による河川水位上昇に伴う被圧を受けなければ，堤体

内の浸潤面の上昇を抑制する方向に作用して，安定側に働

く場合もある 7)ことを裏付けている。 

紙面の都合で割愛するが，川裏法先に隣接した位置に基

盤排水工を設けた Case8，9 は，川裏法先から 50mm 離し

た位置に基盤排水工を設けた Case4，5 の結果とほぼ等し

く，幅 100mm 以上の場合，設置位置が 50mm 堤内地側へ

移動しても大きな違いは確認されなかった。 

 

3. 二次元浸透流解析 

 

3.1 解析概要 

本論文の模型実験の結果を飽和－不飽和浸透流解析で

シミュレーションし，基盤排水工の設置位置や規模の違い

による堤防の破堤危険度評価を従来の指標を用いて検討

する。本論文では，堤防の浸透過程における動水勾配，飽

和度の分布を正確に把握するため，飽和－不飽和浸透流解

析コード UNSAF（UNsaturated-Saturated Analysis program by 

Finite element method）を用いた。 

解析モデルの境界条件を図-3 に示す。外力として与える

水位は，飽和段階を模擬した初期 100mm を与え，模型実

験の水位上昇に合わせ，解析モデルの右面に解析開始から

30 秒かけて 330mm（堤体高の 9 割）の水頭が作用するよ

うに設定した。一方，模型実験では，右面の水位が一定水

位 330mm に達した際に，左面の水位が 150mm に達する

が，模型実験と同様に左面の水位を急上昇させると，模型

実験とは異なり，逆流もしくは行き止まり地盤を模してし

まう恐れがある。そのため，解析モデルの左面には，解析

開始 60 秒後から 600 秒かけて 150mm の水頭が作用する

ように設定した。また，その他の境界条件として，川裏側

の法面と地表面を浸出面に設定した。解析各領域における

地盤材料の透水係数は，模型実験の実験値を用い，計算時

間は水位上昇から 3600 秒間とした。 

浸透流解析を行うに当たり，不飽和土の浸透特性を明ら

かにする必要がある。そこで，不飽和浸透特性モデルには，

van Genuchten によって提案された関数モデル 8)（以後，VG

モデル）を用いた。VG モデルでは，式(1)で定義される有

効飽和度 Se を用いて，負の圧力水頭 を体積含水率 の

図-3 解析モデルの境界条件 

表-2 VG モデルのパラメータ 

θr θs α(cm-1) n 
0.000 0.515 0.124 2.280 

図-4 不飽和浸透特性 
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関数（以後，水分特性曲線）として表現し，Mualem モデ

ル 9)に式(1)を代入して得られる式(2)を用いて，比透水係数

kr を体積含水率 の関数として表現する。

 1
mnr

Se
s r

 


 


  


   (1) 

 
2

1/2 1/1 1
mmk

kr Se Se
ks


    

  (2) 

ここで， r ：残留体積含水率， s ：飽和体積含水率，k ：

不飽和透水係数(cm/s)， ks ：飽和透水係数(cm/s)， , n ：

水分特性曲線の形状により決定されるフィッティングパ

ラメータ， 1n  ， 1 1 /m n  である。

本研究で用いた VG モデルのパラメータを表-2，推定し

た不飽和浸透特性を図-4 に示す。残留体積含水率 r は，

砂質土試料の場合に 0 に等しいと考えられる 10)ため，

0r  で既知とし，飽和体積含水率 s は，有効間隙率の

値を用いた。また，模型地盤を作製する際に，地盤材料に

含水比 4%加水しているため，この含水比 4%を初期飽和度

とし，フィッティングパラメータ , n を設定した。 

3.2 解析結果 

基盤排水工を設けることによって，浸透破壊の要因であ

る動水勾配の集中を低減できているかを確認するために，

まず，無対策の場合の鉛直動水勾配の分布を図-5 に示す。

高透水性基礎地盤を有する場合，無対策だと堤体法尻部か

ら川裏側の被覆土層にかけて広範囲に大きな動水勾配が

集中し，盤ぶくれやパイピングの危険性が高いことが推測

される。また，堤体法尻部にも大きな動水勾配が分布して

0.63 0.74 0.84 0.95

0.68 0.79 0.90 1.00

0.00 0.11 0.21 0.32 0.42 0.53

0.05 0.16 0.26 0.37 0.47 0.58

図-5 無対策の鉛直動水勾配（1800s） 

1.00

0.00 0.11 0.21 0.32 0.42 0.53 0.63 0.74 0.84 0.95

0.47 0.58 0.68 0.79 0.900.05 0.16 0.26 0.37

(a)Case3―川裏法先から 50mm 離した位置（1800s）

(b)Case7―川裏法先に隣接した位置（1800s）

(c)Case11―堤体法尻部（1800s）

図-6 設置位置の違いによる鉛直動水勾配の変化 

1.00

0.00 0.11 0.21 0.32 0.42 0.53 0.63 0.74 0.84 0.95

0.47 0.58 0.68 0.79 0.900.05 0.16 0.26 0.37

(a)Case4―川裏側で幅 100mm（1800s）

(b)Case5―川裏側で幅 200mm（1800s）

図-7 川裏側に設けた基盤排水工による鉛直動水勾配の変化 
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おり，法先から崩壊する可能性が高い。これは，模型実験

と同様の結果である（写真-1）。 

3.2.1 基盤排水工の設置位置の違いによる鉛直方向

の動水勾配の変化

模型実験において，幅 50mm で統一し，設置位置を変更

した Case3，7，11 では，堤体法尻部に基盤排水工を設け

た Case11 のみ堤体変状が確認されなかった。それらの結

果と動水勾配の関係を明らかにするために，設置位置の違

いによる鉛直動水勾配の変化を図-6 に示す。川裏法先から

50mm 離した位置に設けた Case3 では，法先から基盤排水

工までの被覆土層に大きな動水勾配が集中している（図-

6(a)）．一方，川裏法先に隣接した位置に設けた Case7 では，

裏法尻近傍に集中する動水勾配を大幅に低減できている

ことが確認された（図-6(b)）。これは，裏法尻近傍の領域Ⅰ

と領域Ⅱの透水性のギャップが大きい地層境界部に動水

勾配が集中するため，法先により近接した位置に設けるこ

とが重要であることを示している。

堤体法尻部に設けた Case11 では，裏法尻近傍の被覆土

層に動水勾配が集中しているものの，堤体法尻部を粗粒材

料に置換しているため，堤体への影響は低減できている。

また，他の Case との違いとして，裏法面に浸出する浸潤

面が基盤排水工に用いた粗粒材料内留まっていることが

挙げられる。これは，堤体法尻部に基盤排水工を設けるこ

とで堤体内浸透を抑制するドレーン工 11)と同様の効果が

発揮されていると考えられる。そのため，模型実験におい

て，法先での泥濘化を抑制できたと推測される。

3.2.2 川裏側に設ける基盤排水工の規模の違いによ

る鉛直方向の動水勾配の変化

模型実験において，川裏法先から 50mm 離した位置に設

け，かつ Case3 よりも規模を拡大した Case4，5 の鉛直動

水勾配の変化を図-7 に示す。この結果，規模を拡大するこ

とによって，動水勾配の集中と堤体内浸透を若干ではある

が，抑制できている。模型実験においても同様に，法先で

の泥濘化を低減できることが確認されている（写真-3）。 

3.3 浸透に対する安全性照査における安定計算 

いずれの実験 Case に関しても，高透水性基礎地盤を有

していることから，浸透に対する安全性照査における安定

計算 12)を行った。安全性照査に必要な鉛直方向の局所動水

勾配 vi は，浸透流解析の結果から得られた全水頭 ある

いは圧力水頭 を基に，裏法尻近傍の基礎地盤について式

(3)によって算出する。

v
v

v v

d
i

d d

    
  (3) 

ここで， vi ：鉛直方向の局所動水勾配，  ：節点間の全

水頭差(m)，  ：節点間の圧力水頭差(m)， vd ：節点間の

鉛直距離(m)である。 

一方，裏法尻近傍の基礎地盤の表層には，低透水性の被

覆土が存在する。すなわち，領域Ⅱを被覆土と見立てて，

式(4)で求められる /G W を用いて，盤ぶくれに対する安全

性照査を行う。 / 1G W  の場合，安定と評価される。 

/
t

w

g H
G W

g P



 


 

(4) 

ここで， G ：単位面積あたりの被覆土層の重量(kN/m2)，

W ：被覆土層底面に作用する揚圧力(kN/m2)， t ：被覆土

層の密度(g/cm3)，H ：被覆土層の層厚(m)， w ：水の密度

(g/cm3)，P ：被覆土層底面の圧力水頭(m)，g：重力加速度

(m/s2)である。 

算定箇所の節点ならびに要素を図-8 に示す。動水勾配は

川裏法先直下の領域Ⅱ底面の節点 A とその上部にある節

点 B の 2 点から算出し， /G W は節点 A と川裏側の節点

C から算出した揚圧力とその上部にある全要素の重量 G

から算出している。通常の実務においては，裏法尻近傍の

上面での局所動水勾配を計算し， 0.5vi  の場合，安全と判

断される。しかし，本論文では，最も動水勾配が集中する

箇所を透水性が急激に低下する被覆土層との地層境界部

で定義しているため，後の解析結果で示されるように，破

壊の閾値は 0.5 よりも相当に大きくなる。そのため，破壊

の閾値だけでなく，ボイリング発生の閾値を表す限界動水

勾配 ci も指標として用いて評価を行う。 

基本的に鉛直方向の局所動水勾配 vi と /G W は，一次元

条件下では同じものであるが，図-8(b)に示すように，算定

箇所が異なるため，後の解析結果からも分かるように，同

値にはなっておらず， /G W は被覆土層である領域Ⅱの層

厚方向に平均化されたものと解釈できる。

安定計算を行う前に，無対策である Case1 の飽和度を図

-9 に示す。基礎地盤に着目すると，被覆土層が完全飽和し

ていないことが確認できる。紙面の都合で割愛するが，そ

の他の解析 Case においても，ほぼ同様の結果である。 

(a)局所動水勾配 iv (b)G/W

図-8 算定箇所の節点および要素 
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3.3.1 基盤排水工の設置位置の違いによる安定計算

設置位置の違いによる鉛直方向の局所動水勾配と

/G W を図-10 に示す。まず，Case3 に着目すると，解析開

始 14 秒で閾値 0.5，解析開始 20 秒で限界動水勾配 0.81 を

上回り，無対策とほぼ同様の結果であった。これは，算定

箇所である被覆土層が不飽和であるために発生したもの

だと考えられる。その後，法先近傍の被覆土層の底面が飽

和することで閾値 0.5 を下回り，上面まで飽和がすすむと，

再び動水勾配が上昇し始めた。一方，Case7，11 では，実

験開始直後に起こる局所動水勾配の急上昇を抑制できる

20.0 28.4 36.8 45.3 53.7 62.1

66.3

70.5 78.9 87.4 95.8

74.7 83.2 91.6 10024.2 32.6 41.1 49.5 57.9

図-9 無対策の飽和度（0s） 

(a)鉛直方向の局所動水勾配 iv (b)G/W

図-10 設置位置の違いによる安定性評価 

(a)鉛直方向の局所動水勾配 iv (b)G/W

図-11 川裏側に設けた基盤排水工による安定性評価 
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ことが確認された。

次に， /G W の結果について比較をすると，まず，無対

策の Case1 では，解析開始 150 秒で閾値 1 を下回り，解析

開始 900 秒で 0.67 という結果が得られ，実験開始直後に

不安定と評価される。次に，Case3 では，解析開始 900 秒

で 1.03 まで低下しており，基盤排水工を設けることで閾

値 1 を上回ることが明らかになったが，より法先へ近づけ

た Case7，11 では，解析開始 900 秒でそれぞれ 1.34，1.12

と Case3 よりも安定と評価される結果が得られた。法先に

隣接して設けた Case7 が最も安定だと評価された理由と

して，本論文で定義した算定箇所の材料が基盤排水工の粗

粒材料であるためだと考えられる。

以上のように，基盤排水工を設けることで安定側に作用

するが，その際の設置位置が重要であり，より川裏法先に

近接した位置に設けることが重要であることが示された。 

3.3.2 川裏側に設ける基盤排水工の規模の違いによ

る安定計算

川裏法先から 50mm 離した位置に設けた Case3，4，5 の

解析結果を図-11 に示す。この結果，規模を大きくするこ

とで解析開始直後に不飽和領域に浸透することで発生す

る鉛直方向の局所動水勾配 vi の最大値を多少ではあるが

低減できることが確認された。

/G W の結果について比較をすると，Case4，5 では，解

析開始 900 秒でそれぞれ 1.09，1.11 と規模を拡大すること

で安定側に作用しているものの，先述の通り，幅 50mm で

より川裏法先に近接させたCase7，11よりも不安定である。 

以上のように，川裏法先から基盤排水工を離した位置に

設けてしまうと，法先近傍の被覆土層に局所動水勾配が集

中することを改善することができないために，規模拡大に

よる効果は設置位置と比べ，効果が薄いことが示された。 

4. 結論

本論文では，浸透模型実験および二次元浸透流解析を通

して，基盤排水工の設置位置と規模の違いによる変状抑制

効果の検討を行った。

模型実験の結果によって，無対策の高透水性基礎地盤上

の堤防では，実験開始初期段階から川裏側で盤ぶくれ，水

みち，噴砂などパイピングの諸現象が見られ，それに伴い

裏法先の泥濘化が発生することが確認された。その後，法

先での泥濘化をトリガーとした大規模な法すべりに進展

し，最終的に越流決壊に至る。次に，基盤排水工の設置位

置を 3 パターンに変更して実験を行った結果，堤体法尻部

に設けることで，大規模な法すべりのトリガーである法先

での泥濘化を抑制する上で，もっとも効果的であることが

示された。川裏側に設ける場合には，規模を拡大すること

で，法先での泥濘化を低減することができるが，完全に抑

制することはできない。

二次元浸透流解析の結果によって，裏法尻近傍に集中す

る鉛直方向の動水勾配を低減させるためには，基盤排水工

を法先により近い位置に設ける必要があることが示され

た。また，堤体法尻部に設けることで，裏法面に浸出する

浸潤面を基盤排水工に用いた粗粒材料内に留まり，ドレー

ン工のように堤体内浸透を抑制するため，法先での泥濘化

を抑制できることが明らかになった。二次元浸透流解析の

結果を基に，鉛直方向の局所動水勾配 vi と /G W を算出し

た結果，基盤排水工を川裏法先から 50mm 離した位置に設

けた場合，解析開始直後に急上昇する鉛直方向の局所動水

勾配 vi は無対策とほぼ同様である一方，川裏法先に隣接も

しくは堤体法尻部に設けた場合，不飽和領域に浸透するこ

とで急上昇する局所動水勾配を抑制できることが示され

た。また， /G W においても同様の結果が得られた。 

模型実験と浸透流解析を通して，川裏法先から 50mm 離

して設けた実験 Case の規模を拡大した際の効果が薄かっ

たことから，基盤排水工はその設置位置が重要であり，大

規模な法すべりのトリガーとなる法先での泥濘化を抑制

できる点から，堤体法尻部に設けることが重要である。既

存の堤内基盤排水対策マニュアル（試行版）6)では，基盤

排水工は川裏側の堤体外に設けることを推奨している。し

かしながら，川裏側の堤内地は，民地である場合も多く，

その場合には堤体内に設置せざるを得ない。実際に，令和

元年台風 19 号の出水でも，堤体内に設置された基盤排水

工が効果を発揮した事例 13）もある。今後は，より明確に

堤体への設置を進めるべきである。
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